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1.アフターコロナ社会を取り巻く現状と課題 

⑴ 少子高齢化・人口減少社会の進展 

 少子高齢化が更に進行し、労働力人口の減少と非労働力人口の増加が

進み、あらゆる分野で人材確保が難しくなっている。 

 人口減少と高齢化は地域経済を縮小させ、住民サービスの低下等によ

り、更なる人口減少や過疎地域の疲弊を招く悪循環につながることが

懸念される。 

 こうした状況を踏まえ、デジタル技術を活用した省力化や県民の利便

性の向上を図る取組みの強化が急務となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:岐阜県｢岐阜県の人口減少の現状｣ 



2 

 

⑵ 行政サービスを担う自治体職員の状況 

 行財政改革や市町村合併を経て、県内自治体の職員数もこれまでに大き

く減少している。限られた人数で県民サービスの維持･向上を図るため

には、DXによる業務の効率化を図り、そこで浮いた人員を企画業務や対

人サービスに振り向けることが必要。併せて、官民連携もより一層、進

める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典:総務省｢地方公共団体定員管理調査｣から作成 

出典:岐阜県｢地方公共団体定員管理調査結果の概要｣ 

(単位:人) 

約 2割減少 

緊急財政 
再生期間 

岐阜県は 3 番目
に少ない。 
※政令指定都市のあ
る都道府県を除く 

1 鳥取県 5.30
2 高知県 4.93

3 島根県 4.85

29 岐阜県 2.20
30 群馬県 2.00

31 茨城県 1.69

・
・
・

人口千人あたり職員数

行財政改革アクションプランにより
大きく削減。その後、フルタイムで
勤務する再任用職員の増や法定配置
基準の見直しに伴い増員。 
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⑶ 生活におけるデジタル活用の状況 

 身近なデジタル機器であるスマートフォンやタブレットは、全体の約

8割で利用されている。年代別で見ると 18～29歳では利用率が 100％

に近く、60代でも約 70％となっているが、70歳以上は、約 40％と利

用率が低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 70歳以上の方がデジタル機器を利用しない理由としては、必要性を

感じていない、操作方法が分からない、必要であれば家族に任せれば

よいとの回答が多い。 

 社会全体のデジタル化が急速に進展する中で、｢誰一人取り残されな

い｣デジタル化を目指すには、このような方々のサポートが欠かせな

い。 

 

 

  

出典:総務省｢情報通信白書｣ 

出典:総務省｢情報通信白書｣ 



4 

 

 インターネットショッピング利用率は、どの世代においても 70%～80%

前後であり、世代間の差は少ない。インターネットショッピングは、

どの世代でも普及していると言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国や自治体が提供するオンラインサービスは、利用が進んでいない。

60歳以上の世代では、福祉サービス等を利用する機会が多く、若

干、利用率が高くなったものと思われるが、利用率向上のためには、

県民目線に立った使いやすい公的サービスのデジタル化の推進が重要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:総務省｢情報通信白書｣ 

出典:総務省｢情報通信白書｣ 
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⑷ デジタル化に関する県民意識 

 県政モニターアンケート調査(令和 3 年 4～5 月、回答数 531 件)にて、

｢デジタル化がもたらした日常生活への影響｣について尋ねたところ、

いずれの分野でも、メリットを感じている人の方が多かった。 

 一方で、学校、子育て、行政手続きの分野では、デメリットを感じて

いる人も一定の割合で見られた。 

出典:岐阜県｢『デジタル化』、『ＤＸ』に関する県政モニターアンケート調査｣ 
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・ また、｢デジタル化に力を入れるべき分野｣及び｢アナログを大切にす

べき分野｣について尋ねたところ、安心・安全に関わる分野(防災、医

療、防犯など)でデジタル化への期待が大きかった。 

・ 一方で、福祉分野、医療･看護、教育分野でアナログを大切にすべき

との意見が多かった。 

・ また、教育をはじめ、デジタルとアナログの両意見が拮抗する分野も

多かった。 

出典：岐阜県｢『デジタル化』、『ＤＸ』に関する県政モニターアンケート調査｣ 

 

・ ｢デジタル化の現状や、新たな課題･問題点｣について尋ねたところ、

高齢者をはじめ、デジタル化の波に乗れない人の不安や、フォローを

求める意見など、デジタルデバイドに関する意見が最も多かった。 

・ また、アナログ対応の必要性、人と人との繋がりの希薄化、依存･ス

トレスに関する意見のほか、セキュリティ対策や通信環境整備、デジ

タル人材の確保等など、県施策への提案があった。 
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⑸ 新たなデジタル技術による競争環境･産業構造の変化 

(DX企業の台頭や革新的な技術の進展) 

 近年、いわゆる GAFA(Google、Amazon、Facebook、Apple)に代表され

る DX企業の台頭やデジタルを中心とした革新的な技術の進展によ

り、競争環境が変化するとともに、サプライチェーンの再構築など産

業構造の大きな変化が生じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:総務省｢情報通信白書｣ 

出典:経済産業省｢新たなイノベーションエコシステムの構築に向けて｣ 
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(DXによる競争力強化の必要性) 

 企業の競争優位性の確保のためには、システムのクラウド化や IoT･デ

ータ･AI の利活用といった DXの必要性が指摘されている。 

 経産省の試算によれば、日本企業の DX が実現されない場合、2025 年

以降、最大 12 兆円／年の経済損失が生じる可能性があるとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:経済産業省｢DX レポート(サマリー)｣  
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 (DXが進まないことによる企業リスク) 

 DXが実現されず、レガシーシステムが残置されることによるリスクに

は、競争性の低下のほか、｢IT人材資源の浪費｣、｢保守･運用の属人化｣

といったコスト効率の低下が挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:経済産業省｢DX レポート(サマリー)｣ 
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２.各分野における現状と課題 

⑴ 地域づくり 

(地域別に見た人口動向) 

 県北部･中山間地域等においては、より一層の過疎化が進み、今後もそ

の傾向に歯止めがかからず、集落機能の維持が困難になるおそれがあ

る。 

 過疎化が進んだ地域では、行政に期待される役割がますます高まる可

能性があるが、財源や人材も限られることから、デジタル技術も活用

しつつ、県･市町村、民間、大学等、産官学が一体となって、地域が抱

える課題の解決を図っていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:岐阜県｢岐阜県の人口減少の現状｣ 
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(コロナ禍に伴う新たな人の流れ) 

 新型コロナウイルス感染症の拡大により、人との接触や移動が制限さ

れたことで人々の生活意識や行動の変化が生じている。その特徴の一

つとして、都市在住者(特に 20歳代の若年層)の地方移住への関心が高

まっている。 

 

地方移住への関心（東京圏在住者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 特に大都市圏においてテレワーク等による働き方が普及している中、

テレワーク経験者の方が地方移住への関心が高くなっている。 

 こうした機運を捉え、大都市圏を中心とした全国各地から移住定住者

や関係人口を獲得し、人口減少や少子高齢化の克服に向けた取組みを

進めるとともに、地域づくりの担い手となる外部の人材とつながって

いくことが必要である。 

 

テレワーク経験による意識変化 

＜地方移住への関心（テレワーク未経験者）＞   ＜地方移住への関心（テレワーク経験者）＞ 

 

 

 

 

 

出典:内閣府｢新型コロナウイルス感染症の影響下における 

生活意識･行動の変化に関する調査｣(R3.6.4) 
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出典：中部運輸局岐阜運輸支局資料 

出典:警察庁｢運転免許統計｣ 

(公共交通、地域における移動の確保) 

 公共交通は、学生や高齢者等の交通弱者にとって、不可欠な交通手段

であると同時に、高齢者の外出機会の確保による健康増進や免許証返

納促進による交通安全、観光地における移動など、地域の維持･活性化

に極めて重要である。 

 しかしながら、人口減少、少子化、赤字拡大、運転手不足等により、

公共交通事業者は非常に厳しい経営状況にあり、行政の財政負担も

年々増加している。 

 そのため、運行情報等のデータ化、AIオンデマンド交通の導入、キ

ャッシュレス決済など、デジタル技術活用を促進し、公共交通の効率

化・利便性向上・運行管理の合理化 及び MaaS や自動運転技術の導

入を見据えた基盤整備を図る必要がある。 
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出典:気象庁｢大雨や猛暑日など(極端現象)のこれまでの変化｣より作成 

⑵ 防災 

 近年、気候変動の影響で気象災害は激甚化･頻発化しており、これまで

の想定を超える土砂災害や出水が懸念され、こうした災害に対し、い

かに備えるかが喫緊の課題となっている。 

 

◆短期的･局地的豪雨の発生状況 

【1時間降水量 50㎜以上の年間発生回数】(全国 1,300地点あたり) 

 

 

 

 

 

 

 

 

【1時間降水量 80㎜以上の年間発生回数】(全国 1,300地点あたり) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このため、県民一人ひとりが日頃から災害に備え、災害リスクが迫っ

た際には正常性バイアスに陥ることなく適切に避難する｢自助｣の実践

とともに、自治会や消防団など地域ぐるみで要支援者の避難誘導や避

難所の運営支援を行うなどの｢共助｣の力を強化していく必要がある。 

 また、これら｢自助｣｢共助｣を支え、支援する｢公助｣の充実も重要であ

り、平時にあっては、防災･減災のためのハード対策に加え、防災教育・

人材育成など効果的な施策の展開が求められる。そのうえで、災害が

発生した際には、防災関係機関が連携し被害を最小限に食い止めるこ

とはもとより、被災者に寄り添った支援と速やかな復旧･復興にあたる

(年) 

(年) 
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ことが責務である。 

 防災や災害対応においては、居住エリア、年齢、障がいの有無等、様々

な属性を有する個々の県民に応じた、リアルタイム性の高い情報発信、

現状把握、対策の実施が必要とされることから、デジタル化によって、

対応の迅速化、効率化を図ることが可能となる。 

 一方で、1人も取り残すことのないよう、多重性･代替性が求められる

ことから、近所の声かけや対面相談といったアナログの併用も必要で

ある。 

 

◆令和 2年 7月豪雨災害における住民の避難 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県、清流の国ぎふ 防災･減災センター 

｢令和 2 年 7 月豪雨災害における住民避難行動実態調査 共同研究報告書｣より作成 
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出典: 岐阜県｢地球温暖化防止･気候変動適応計画｣ 

⑶ 環境 

(｢脱炭素社会ぎふ｣の実現) 

 ｢脱炭素社会ぎふ｣の実現に向けては、県民、事業者、行政などオール

岐阜の体制で徹底的に取り組むことが不可欠である。 

 太陽光発電パネルなど再エネ発電設備の最大限の導入や、蓄電池等と

して活用可能な次世代自動車への切替など、大胆な排出量削減の取組

みを積極的に進める必要がある。 

 ※地域脱炭素ロードマップ：公共施設等への太陽光発電設備の導入目標(2030年：50％、2040 年：100％) 

 ｢業務」、｢産業」、｢家庭」、｢運輸」、｢吸収」の各部門について徹底し

た対策を実施することが重要であり、AI を活用した再エネ等電力の

需給バランスの最適化や、中小企業のエネルギーマネジメントシステム

導入支援、SNS 等を活用した若年層への意識啓発・行動変容の促進な

ど、分野ごとの特徴に応じたデジタル技術を活用した取組みが有効で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計 2050 年の目指すべき姿 

→｢脱炭素社会ぎふ｣の実現(県内の温室効果ガス排出量実質ゼロ) 

中間目標：2030 年度に 2013年度比 33％減 

現  状：2018 年度実績 2013年度比 22.3％減 
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⑷ 文化 

 舞台公演や美術品の展覧会等については、実際の空間で本物の価値を

体感することが基本であるが、時間、距離、身体的な制約などにより

会場に足を運ぶことが困難な方のアクセシビリティ向上が課題である。 

 また、コロナ禍による移動・接触制限のため、文化芸術活動の停滞が

余儀なくされており、これをいかに維持･継続･発展させていくかも課

題となっている。 

 こうした課題に対して、オンラインによる公演や、美術品のデジタル

アーカイブを活用したバーチャルミュージアムなどの取組みが行われ

ており、アフターコロナ社会においても、この流れは一層進むことが

想定される。 

 デジタル技術による鑑賞手法は、時間や場所を選ばず、気軽に文化芸

術に触れる機会を提供でき、これをきっかけに本物の公演や作品の鑑

賞等への関心を高めることも可能であるため、リアルとバーチャルの

双方の良さを同時に提供する｢ハイブリッド型｣の事業展開が必要であ

る。 

 

令和 3年度岐阜県青少年美術展で初めて導入した｢３Dバーチャル美術展｣ 
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⑸ 医療 

 本県は医師偏在指標※が 47 都道府県中 36 位となっており、医師少数

県に該当。2 次医療圏でも、西濃医療圏と飛騨医療圏は医師少数区域

となっている。そのため、医師の総数の拡大を図るとともに、地域偏

在への対応も必要となる。 
※医師偏在指標：医師の多寡を統一的・客観的に比較・評価する新たな指標として、人口 10 万人あた           

          りの医師数に、地域の人口構成、年代ごとの受診率、医師の年代・性別ごとの人数    

と平均労働時間などを加味した指標。 

医師偏在指標 

区分 標準化医師数 人口(10万人) 標準化受療率比 医師偏在指標 順位 

全国 306,270 1,277.07 1.00  239.8 － 

岐阜県 4,223 20.54 1.00 206.6 36/47 

岐阜 2,189 8.11 1.03 261.7 54/335 

西濃 606 3.75 1.00 161.1 226/335 

中濃 573 3.80 0.89 169.6 195/335 

東濃 597 3.39 0.96 183.8 150/335 

飛騨 258 1.49 1.12 154.9 243/335 

出典：岐阜県｢岐阜県医師確保計画(令和 2 年度～令和 5 年度)｣ 

 

・ 本県の人口 10 万人当たりの看護職員数は全国平均を下回っており、ま

た、将来における国による看護職員の需要推計は供給推計を上回って

いる。看護職員の安定した確保には、資格を持ちながら就業していない

潜在看護師等への就労支援が重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  

看護職員の資格別就業者数の状況 

出典:厚生労働省｢医療従事者の需給に関する検討会 

看護職員需給分科会中間とりまとめ｣(R1.11) 

出典:厚生労働省｢衛生行政報告例｣ 

（単位：人）

実人数

全国 岐阜県 岐阜県

看護師 963.8 848.8 16,950

准看護師 240.8 276.8 5,527

保健師 41.9 49.5 989

助産師 29.2 31.6 631

合計 1,275.6 1,206.7 24,097

区分

平成30年

人口１０万対

令和 7年(2025年)の看護職員に係る需要と供給の推計 

（単位：人）

供給推計

（県報告） （県報告） シナリオ① シナリオ② （県報告） シナリオ① シナリオ②

26,172 25,518 26,764 27,004 >654 <592 <832

※ワークライフバランスの実現を前提に付した条件 

需要推計

シナリオ①  　就業中のすべての看護職員において、1か月における超過勤務時間が10時間

              以内、１年あたりの有給休暇取得5日以上が達成された場合。

シナリオ② 　 就業中のすべての看護職員において、1か月における超過勤務時間が10時間

              以内、1年あたりの 有給休暇取得10日以上が達成された場合。

需要と供給の差
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 医師をはじめとする限られた医療資源で、医療サービスを提供してい

くためには、機能分化･連携やデジタル技術を活用した業務効率化が

必要となる。 

 特に中山間地域においては、患者の通院と医師の負担軽減の両面から、

オンライン診療の普及・活用が有効であるが、対面診療に比べて得ら

れる患者の心身の状態の情報が限定される等の課題もある。 

 県内における診療報酬上のオンライン診療料の届出医療機関数は 175

機関まで増加したものの、全医療機関に占める割合は約 10％に留まる。

(R3.7時点) 

 在宅医療の実施にあたっては、介護事業所(施設系、居住系)や関連職

種(ケアマネ、薬剤師等)と連携したケアが必要なケースが多く、デジ

タル化による医療情報の共有を進める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:東海北陸厚生局 届出受理医療機関名簿 

県内の無医地区及び準無医地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:岐阜県｢無医地区等調査(令和 2 年 10 月末現在)｣ 

 

 

19 22

96

154
175

0

50

100

150

200

R元.10 R2.4 R2.10 R3.3 R3.7

オンライン診療料の施設基準届出医療機関数の推移(岐阜県) 
(医療機関数) 

圏
域

現市町村 旧市町村
圏
域

現市町村 旧市町村

春日村 （古屋） (18人) 中津川市 福岡町 新田 52人

（諸家） (32人) 明智町 阿妻 50人

（川上） (48人) 串原村 中沢 86人

高鷲村 鷲見・上野・板橋 474人 （達原） (38人)

明宝村 小川 158人 （間野） (18人)

黒川村 黒川 1804人 飛騨 高山市 高根村 （野麦） (18人)

佐見村 佐見 966人
７地区
（6地区）

3590人
(172人)

＊（）表示は準無医地区

地区名及び人口

西
濃 坂内村

中
濃

郡上市

揖斐川町
東
濃 恵那市

上矢作町

加茂郡白川町
合計

地区名及び人口
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⑹ 健康 

 健康づくりの推進には、医療や介護、健診、生活習慣など様々なデー

タを集約･分析し、施策を展開することが理想的だが、その仕組みは整

備されていない。 

 国において、パーソナル･ヘルス･レコード(PHR)を活用した自身の健康

状況の把握が検討されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:厚生労働省｢データヘルス改革推進本部会議 資料｣ 

 

 

 岐阜県においても、県民にとって必要な健康情報を必要なタイミング

で情報発信する仕組みや、特定健康診査結果やレセプト(診療報酬明細

書)等のヘルスデータを活用し、健康課題の把握と対策を講じていく必

要がある。 
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⑺ 福祉 

 福祉サービスの担い手不足が大きな課題となっており、中でも介護分

野では、少子高齢化の進行により、介護人材における需給ギャップが

拡大すると推測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省｢第 8 期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数｣ 

・ 需給ギャップを埋める手段の 1つとして、ICTや介護ロボット等のテク

ノロジーの導入があるが、多くの介護事業所が抱える課題として予算

の不足があり、財政的な支援が必要となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：(公財)介護労働安定センター｢令和元年度介護労働実態調査｣ 

30000

35000

40000

45000

50000

2019 2023 2025 2030 2035 2040

（人） 岐阜県の介護人材の推計

需要 供給

需要：40,333

供給：36,083

施策による押上げが必要

4,455

5,282

需要：

46,227

供給：

40,945

（H31） （R5） （R7） （R12） （R17） （R22）

4,250

供給：

34,814

需要：

39,269

31,508
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1.09 1.02
1.18

1.47
1.82

1.89 2.09
1.91

1.40
1.67

2.09
2.34

2.76

3.25 3.25
2.94

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

保育士の有効求人倍率

岐阜県 全国

⑻ 子育て･家庭支援 

 女性の就業率の高まり等で増加する低年齢児の保育需要や保育サービ

スの多様化に対応するため、各市町村では保育士の増員に努めており、

それに伴い保育士の有効求人倍率も上昇。保育士確保及び保育の質向

上・維持には、業務の省力化、効率化が必要であり、デジタル技術の

活用が有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜労働局(岐阜県)、厚生労働省(全国) 

 

 児童虐待相談対応件数は増加傾向にある。令和 2 年度は横ばいとなっ

ているが、コロナ禍で相談できない児童虐待の潜在化も懸念される。

多様なツールで相談しやすい環境を整える必要がある。 

 

図 児童虐待相談対応件数の動向(平成 13 年度～令和 2年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：岐阜県｢令和 2年度岐阜県における児童虐待相談の状況について｣ 
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⑼ 女性の活躍 

 コロナ禍による失業は女性の割合が大きい非正規雇用で顕著になって

いる。加えて、デジタル技術が普及し、再就職には＋αのスキルが求

められる。そのため、再就職やキャリアの継続を希望する女性に対す

るデジタルスキルの習得支援やテレワークをはじめとする多様な働き

方の普及促進に向けた取り組みが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府男女共同参画局｢令和 3 年版男女共同参画白書 概要版｣ 
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⑽ 産業 

(デジタル化の現状) 

 生産性向上、グリーン化、少子高齢化に伴う人材不足への対応など、

今後の産業界が抱える課題に対応していくためには、デジタル技術の

活用は不可欠となっている。 

 このため、本県ではソフトピアジャパンを中心に、製品やサービス開

発、製造工程の見える化等に向けたデジタル技術の活用を進めており、

IoTコンソーシアムの会員企業･団体の IoT等の導入率が設立当初から

大幅に向上している。 

・ こうした中、コロナ禍を機に EC 市場の拡大やテレワークの導入など、

世界的なビジネスのデジタル化が進展している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省｢通商白書 2021｣ 

 

 

 

｢各国の EC小売売上の売上水準(指数化)｣(2019年 1月＝100) 
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(デジタル化に向けた課題等) 

 企業規模が小さいほど、取組みや検討が進んでいない傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：(一社)日本能率協会{2020年度第 41回 当面する企業経営課題に関する調査} 

 

 デジタル化を進めるにあたっての課題として、設備投資の費用負担の

ほか、そもそもデジタル技術のどのように活用できるのか、どのよう

に導入すればいいか分からないといった声も多い。 

 また、デジタル人材の不足も課題となっている。 

 

出典：岐阜県調べ 

 

 

 

｢DX への取組み状況」 

｢デジタル化・DXを進めるにあたっての課題｣ 
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 労働生産性の向上に向けては、製品やサービス開発、製造工程など、

競争性のある分野のデジタル化だけでなく、クラウドサービスを活用

した内部管理事務の標準化なども有効な手段と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省｢情報通信白書｣ 

・ 一方で、陶磁器、木工、刃物、和紙などの地場産業も本県産業の特徴

であり、これまで培ってきた知識や経験に裏打ちされた技術、デジタ

ルにはない手作業による価値も重要な要素となっている。 

・ 今後も、こうした要素も大切にしながら、事業者のデジタル化の導入

状況や各業界の実態に応じて、デジタル技術の活用を促進し、高度化

を図っていく必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

｢クラウドサービスの利用と労働生産性の関係(推移)｣ 
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⑾ 観光 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和 2 年における本県の延

べ宿泊者数は前年比△38.4％、そのうち外国人延べ宿泊者数は前年比

△82.6％となり、大幅に減少した。 

 

 

 

 

 

 

 出典：観光庁｢宿泊旅行統計調査｣ 

 観光客の行動実態や興味等を把握し、それを効果的なプロモーション

につなげるためのデジタル技術を活用した｢観光マーケティング」の

確立が求められている。 

 

訪日外国人の消費動向の分析結果【2019年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

延べ宿泊者数(外国人) 延べ宿泊者数(全体) 

抜粋：観光庁｢訪日外国人消費動向調査結果 
及び分析 2019 年 年次報告書｣ 
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 観光業界は慢性的な人材不足問題を抱えており、デジタル技術等を活

用した業務の効率化や生産性の向上を図る必要がある。 

 

人員の過不足状況(業種別集計) 

○｢宿泊･飲食業｣は人手不足企業の割合が 8割程度で高止まりしており、深刻な状況。 
 

 
※ グラフ上段は 2019年度調査、下段は 2018年度調査 

 

 
 

 

 

 

引用：厚生労働省 令和元年｢職業安定業務調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：日本商工会議所 令和元年｢人手不足等への対応に関する調査｣ 

（単位：％） 

出典：厚生労働省｢職業安定業務調査｣ 
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⑿ 農畜水産業 

 農業経営体(農業従事者)の減少、高齢化が進んでおり、労働力の確保

など現在の生産体制が維持できなくなる可能性がある。 

 また、コロナを契機に高まる｢地産地消｣などに対応した消費者に信頼

される農畜水産物の生産が必要な中、本県の生産量(額)は減少傾向に

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 スマート農業技術により労働時間の削減が図られつつある。今後は、

多様なニーズ等に対応したデータ活用型農業の構築等が必要となる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人口減少、高齢化に伴う国内市場が縮小する中、コロナを契機とした

食市場の開拓、消費者ニーズの変容への対応が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

(割合：77％) 

(割合：80％) 

水田作の実証成果事例(10a当たり労働時間の慣行農法とスマート農業導入区との比較) 

本県の農畜水産物の輸出額の推移 

3.5
5.2

7.0

12.5

17.2
15.5

13.1

0

5

10

15

20

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

(億円) 

本県の基幹的農業従事者(個人経営体)の推移 

出典：農林水産省｢生産農業所得統計｣ 

出典：農林水産省｢令和 2 年度食料･農業･農村白書｣ 

出典：農林水産省｢2020 農林業センサス｣ 
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⒀ 林業 

 県内の森林技術者は減少傾向にあり、担い手不足が深刻である。特

に、今後の主伐･再造林の増加に伴い、造林･保育施業に必要な技術者

の不足が懸念され、限られた人材で効率的かつ安全に施業を進める必

要がある。 

県内森林技術者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現在、木材が伐採から加工、プレカットを経て、住宅の建築現場に届

くまでには、約 4～8 か月の期間を要する。この期間の長さが｢必要な

時に必要な部材が購入できない｣という課題を生み出しており、今後は

DXの推進により、木材生産・加工期間の短縮を進めるとともに、生産

から利用までの需給情報を共有した連携体制の構築が必要である。 

 

原木の生産から製品になるまでの標準的な処理期間 

（木材生産工程）      ※3haの森林を搬出間伐し 120～150㎥を生産することを想定 

工程 立木 

調査 

伐採 

計画 

作業道 

開設 

伐採・ 

搬出 

中間土場・

市場保管 

市場から

工場へ 

木材生産

工程計 

日数 1日 1日 5日～

10日 

60日～

90日 

15日～

30日 

15日～

30日 

97日～

162日 

 

 

（製材加工工程）                     ※約 20㎥の材料を想定 

工程 製材 乾燥 養生 仕上げ 製材工場

からﾌﾟﾚｶ

ｯﾄ工場へ 

ﾌﾟﾚ 

ｶｯﾄ 

ﾌﾟﾚｶｯﾄ工

場から建

築現場へ 

製材加

工工程

計 

日数 １日～

2日 

7日～

12日 

3日～

30日 

2日～

3日 

1日～ 

7日 

2日～

7日 

2日～

10日 

18日～

71日 

短縮が必要 

（人） 

県森林整備課調査 

県県産材流通課調査 

2,453

1,921

1,587

1,143 1,166

947 939

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2
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⒁ 社会インフラ 

 高齢化した社会インフラが全国的に増加している。県においても同様

の傾向にあり、膨大の数の道路･河川･砂防施設などを適正に維持管理

し、施設機能の長期保全が課題となっている。 

 現在、施設の点検は技術者による近接目視を原則としているが、今後

はドローンやレーザー技術などの遠隔点検技術や記録のデジタル化に

よる効率的な維持管理が必要である。 

  

建設後 50年を経過する施設の状況（※1） 

  橋  梁 トンネル 河川管理施設 

（※2） ダム 砂防設備 
(※3) 

現在 

：2021年 

1,412橋 

（30％） 

 29箇所 

（16％） 

4箇所 

（8％） 

0箇所 

（0％） 

810 箇所 

（41％） 

10年後 

：2031年 

2,283橋 

（49％） 

 49箇所 

（28％） 

17 箇所 

（35％） 

0箇所 

（0％） 

1,152箇所 

（59％） 

20年後 

：2041年 

3,214橋 

（69％） 

 90箇所 

（51％） 

25 箇所 

（51％） 

1箇所 

（20％） 

1,464箇所 

（74％） 

30年後 

：2051年 

3,998橋 

（85％） 

136箇所 

（77％） 

37 箇所 

（76％） 

3箇所 

（60％） 

1,780箇所 

（91％） 

40年後 

：2061年 

4,329橋 

（92％） 

169箇所 

（96％） 

48 箇所 

（98％） 

4箇所 

（80％） 

1,923箇所 

（98％） 

 

 

 

  

※１ 建設年次が明確な施設                                                 

※２ 排水機場、樋門など 

※３ 砂防えん堤、床固工 

 

県営水道法定耐用年数超過管路率(％) 
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⒂ 建設業 

 建設業においても担い手不足が深刻な状況。少子高齢化に加えて、若

年層の高い離職率から、労働人口の減少が課題となっている。 

 建設 ICT の活用により、生産性の向上と労働環境の改善を実現し、地

域の守り手として持続可能な建設業を確立する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

  

 

 

 

 

  
建設業の実労働時間(平均月間/人)は、調査産業計と比べて 16.4時間多い。 

出典：国勢調査 

平成 27年の建設就業者数は、平成 12年に比べて 35,478人(31％)の減。 

100,209

166.0 

114,665

9166.0 

115,957

166.0 101,182

9166.0 
84,542 

80,479 

人 

60 歳以上 

50～59 歳 

40～49 歳 

30～39 歳 

29 歳以下 

H20   H21   H22   H23   H24   H25   H26   H27   H28   H29   H30   R1   R2 

158.7 

142.3 

時間 

出典：毎月勤労統計調査（事業所規模:30 人以上） 

 

告 
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⒃ 教育 

 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、緊急時においても児童生

徒の学びを保障するため、教育現場における ICT 環境整備を加速。GIGA

スクール構想の推進に加え、本県では 2020 年度末に全県立高校･特別

支援学校で｢1 人 1台タブレット端末｣を実現している。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ICT環境をあらゆる学習の基盤として活用することにより、｢ふるさと

教育｣｢協働的･探究的な学び(STEAM 教育)｣を推進し、持続可能な岐阜

県の創り手となる人材の育成を目指すこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公立高校における端末の整備状況  （令和３年３月見込み） 

出典:｢岐阜県教育振興基本計画(第 3 次教育ビジョン)｣ 

出典：文部科学省｢GIGA スクール構想の最新の状況について｣ 
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 教育にはリアルな対面、対話、体験なども重要であり、これまで培っ

てきた教育方法と ICT 活用をどのように組み合わせるかが課題。加え

て、デジタル技術を活用した校務の効率化・業務の平準化を図り、｢教

職員の働き方改革｣を進めていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  

小学校 中学校 高等学校 特別支援 合計 全国平均

Ｈ３０ 73.40% 72.50% 70.50% 65.30% 71.70% 69.70%

Ｒ１ 73.30% 71.50% 71.50% 65.80% 71.70% 69.80%

60%

65%

70%

75%

授業にＩＣＴを活用して指導する能力

小学校 中学校 高等学校 特別支援 合計 全国平均

Ｈ３０ 88.60% 89.30% 87.70% 84.30% 88.10% 86.20%

Ｒ１ 88.70% 90.20% 88.10% 84.00% 88.50% 86.70%

80%

85%

90%

95%

教材研究・指導の準備・評価・校務などにＩＣＴを活用する能力

出典:文部科学省｢教育の情報化の実態等に関する調査｣ 

県教育委員会調査 

本県の教員の ICT活用指導力の推移 
(｢わりにできる｣若しくは｢ややできる｣と回答した教員の割合) 

H29 H30 R1 R2

10月 60:29 46:15 39:25 30:10

0:00

12:00

24:00

36:00

48:00

60:00

72:00

県立学校※教員の平均時間外勤務時間の推移
（※高等学校、特別支援学校）

(時間) 
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⒄ 警察 

(刑法犯) 

 刑法犯認知件数は、減少傾向にあるものの、犯罪の巧妙化･潜在化が

進むなど、依然として県民の不安は大きく、先端技術を活用した捜

査手法や情報システムの高度化、合理的･効率的な犯罪抑止、検挙活

動が求められている。 

(サイバー犯罪) 

 サイバー犯罪の検挙件数は、近年、増加傾向にあり、手口が高度化･

多様化しているため、サイバー犯罪捜査に携わるデジタル人材の育

成･体制構築が求められている。 

(交通事故) 

 令和 2 年中の交通事故は、発生件数、死者数、負傷者数のいずれも

前年より減少し、死者数については、前年より 48％超の減少となっ

ている。 

 しかし、未だ 43 人もの尊い命が失われていることから、先端技術の

活用、情報システムの高度化による合理的･効率的な交通事故対策が

求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

岐阜県 62 36 235 135 173 105 140 139 202 224
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人身交通事故件数 10,700 10,352 9,332 8,250 7,400 6,646 5,648 4,860 4,097 3,052

負傷者数 14,220 13,687 12,470 11,055 9,879 8,991 7,442 6,394 5,221 3,851

死者数 102 121 125 93 106 90 75 91 84 43
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